
38



39



40



41



42



43



44



45



46



47



48



49



50



51



52



53



1 

1114 
4 

 2231 64 49 15 
 2332 147 62 85 
 33 149 61 88 
 34 120 51 69 
    480 223 257 

24

 22 11 7 27 4 49 
 23 8 11 39 4 62 
 23 13 8 38 2 61 
 24 5 7 36 3 51 
    37 33 140 13 223 

14062.8
7031.4

 22 34 7 6 2 49 
 23 45 3 5 9 62 
  49 7 0 5 61 
 24 44 0 2 5 51 
    172 17 13 21 223 

17277.1177.6
35.8

54



2 

219.4

 / /    
  31 8 9 1 49 
  38 13 6 5 62 
  21 15 21 4 61 
 24 24 7 18 2 51 
    114 43 54 12 223 

47.035.313.7
3.9 

 16729 
 3014 
 6 1 
 1 0 
    20444 

22316774.937
16.6373.1
65.934.13

1 

 22 3 0 0  
 23 2    22 0 1 
 23 3 0 1 2 
 24 0 1 0 0 
       8    32 1 4 
1  
2 

55



3 

2 

 0 
 3 
 4 
 1 
    8 

1220

2234
9 
32310 
43 
42444 
49 

56



4 

57



5 

58



6 

59



 - 1 - 
平成23年度のあっせん・苦情・相談の処理状況について 

１．あっせん 
（１） 概況 
・ 平成23年度におけるあっせんの新規申立件数は308件（対前年同期比 69件増加
（＋28.9％））であった。 
・ 終結件数は314件（対前年同期比127件増加（＋67.9％））であった。 
・ 終結件数の内訳は、和解となった事案が156件、不調となった事案が144件、取下
げとなった事案が14件であった。和解率は、終結件数（取下げを除く）の52.0％
となり、昨年度の水準（50.6％）を上回る結果となった。 
・  ３月末の係属件数は79件で、昨年度末（平成23年３月末時点）の係属件数（85
件）よりも６件減少した。 
あっせん状況一覧 
項目 23年度 対前年増減率  22年度 21年度 20年度 
前期末係属件数 85 70.0%  50 100 54 
新規申立件数 308 28.9%  239 205 278 
終結件数 314 67.9%  187 255 232 
  和解成立 156 －  90 127 132 
  不調打切り 144 －  88 119 92 
  取下げ 14 －  9 9 8 
当期末係属件数 79 -7.1%  85 50 100 
（23年度 和解率） 52.0 ％ 
（22年度 和解率） 50.6 ％ 
   （注）和解率 ＝ 和解成立件数／（終結件数－取下げ件数） 

（単位：件数）   （参 考） 
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（２）分類別申立件数 
【勧誘に関する紛争】が圧倒的に多く、構成比は86.7％と昨年度の構成比より更に増
加している。 
分類別申立状況 23年度 構成比 22年度 構成比 
勧誘に関する紛争 267 86.7% 184 77.0% 
売買取引に関する紛争 35 11.4% 47 19.7% 
事務処理に関する紛争 6 1.9% 3 1.3% 
その他の紛争 0 0% 5 2.1% 
（合   計） 308  239  

 (注)【勧誘】とは、勧誘時における担当者の説明義務違反、適合性原則違反、誤認勧
誘等を顧客が主張する内容 
【売買取引】とは、無断売買、売買執行ミス等を顧客が主張する内容 
【事務処理】とは、入出金といった手続事務等のミスを顧客が主張する内容 

（３）あっせん申立の主な内訳 
① 勧誘に関する紛争  
【勧誘時の説明義務に関するもの 】 153件（49.7％）： 前年同期108件（45.2％） 
【適合性に関するもの 】       69件（22.4％）： 前年同期35件（14.6％） 
【誤った情報による勧誘に関するもの】   34件（11.0％）： 前年同期30件（12.6％） 
② 売買取引に関する紛争 
【無断売買に関するもの 】      13件（4.2％）： 前年同期 23件（9.6％） 
【売買執行ミスに関するもの 】     ４件（1.3％）： 前年同期  ６件（2.5％） 
  (注) カッコ内の割合は、あっせん申立て総件数に対する割合である。 

（４）商品別申立件数 
【債券】の構成比が38.0％と最も多い。次いで【投信】の構成比30.5%、【株式】17.9%
の順となっている。 
商品別 23年度 構成比 22年度 構成比 
株式 55 17.9% 64 26.8% 
債券 117 38.0% 48 20.1% 
投資信託 94 30.5% 121 50.6% 
有価証券デリバティブ 8 2.6% 2 0.8% 
CFD 1 0.3% 0 0.0% 
その他デリバティブ 33 10.7% 3 1.3% 
その他 0 － 1 0.4% 
（合   計） 308  239  
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（５）業態別申立件数 
   【会員】の構成比が上昇した。 
業態別 23年度 構成比 22年度 構成比 
会   員 239 77.6％ 167 69.9％ 
特別会員 68 22.1％ 72 30.1％ 
会員仲介業者 1 0.3％ 0 －  
（合  計） 308  239  

（６）性別等申立件数 
【法人】の構成比率が上昇した。 
男女等 23年度 構成比 22年度 構成比 
男 130 42.2% 99 41.4% 
女 121 39.3% 125 52.3% 
法人 57 18.5% 15 6.3% 
（合 計） 308  239  

（７）地区別件数 
地区名 23年度 構成比 22年度 構成比 
北海道 7 2.3% 1 0.4% 
東北 11 3.6% 6 2.5% 
東京 138 44.8% 101 42.3% 
名古屋 41 13.3% 26 10.9% 
北陸 7 2.3% 10 4.2% 
大阪 70 22.7% 50 20.9% 
中国 12 3.9% 19 7.9% 
四国 7 2.3% 6 2.5% 
九州 15 4.9% 20 8.4% 
（合 計） 308  239  
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２．苦 情 
（１） 概況 
平成23年度における苦情の受付件数は1,205件（対前年同期比で204件の増加（＋20.4％））
であった。苦情処理終結件数は、1,182件（対前年同期比で240件の増加（＋25.5％））で
あった。 
苦情処理件数 
項目 23年度 対前年増減率 22年度 
新規受付件数 1,205 20.4% 1,001 
終結件数 1,182 25.5% 942 
  解決 821 － 576 
  あっせんへの移行 286 － 244 
  不調 38 － 76 
  その他 37 － 46 
期末未済件数 136 20.4% 113 
   【参考】 
 平成21年度 平成20年度 平成19年度 

1,037 966 773 
（注） 「苦情」とは、顧客が個別協会員の業務に関し不満足の表明を行ったもののうち、
当該協会員に取り次いだもの。 
（２）分類別件数 
分類別件数では、【勧誘に関する苦情】が692件（構成比57.4％）であった。次いで
【売買取引に関する苦情】が286件（構成比23.7％）、【事務処理に関する苦情】が134
件（構成比11.1％）となっている。 
分類別区分 23年度 構成比 22年度 構成比 
勧誘に関する苦情 692 57.4% 490 49.0% 
売買取引に関する苦情 286 23.7% 257 25.7% 
事務処理に関する苦情 134 11.1% 141 14.1% 
その他 93 7.7% 113 11.2% 
（合   計） 1,205  1,008  
（３）苦情の主な内訳 
① 勧誘に関する苦情として  
【勧誘時の説明義務に関する苦情 】372件（30.9％）：前年同期 241件（24.1％） 
【適合性に関する苦情 】     119件（ 9.9％）：前年同期  62件（ 6.2％） 

（単位：件数） 
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【強引な勧誘に関する苦情 】   62件（5.1％）：前年同期  58件（5.8％） 
【断定的情報提供に関する苦情】  49件（4.1％）：前年同期  45件（4.5％） 
【誤認勧誘に関する苦情】     48件（4.0％）：前年同期  44件（4.4％） 
② 売買取引に関する苦情として 
  【無断売買に関する苦情 】     71件（5.9％）：前年同期 82件（8.2％） 
【扱者主導による売買に関する苦情】52件（4.3％）：前年同期  41件（4.1％） 
【売買執行ミスに関する苦情 】    33件（2.7％）：前年同期  46件（4.6％） 
【システム障害に関する苦情】    20件（1.7％）：前年同期  15件（1.5％） 
③ 事務処理に関する苦情として  
【入出金等に関する苦情 】       32件（2.7％）： 前年同期 32件（3.2％） 
【株式事務に関する苦情 】      23件（1.9％）： 前年同期  24件（2.4％） 
【口座開設等に関する苦情 】   15件（1.2％）： 前年同期 17件（1.7％） 
④その他に関する苦情として  
【会社不満に関する苦情 】       86件（7.1％）： 前年同期 100件（10.0％） 
   (注) カッコ内の割合は、当期の苦情総件数に対する割合である。 

（４）商品別件数 
【債券】の構成比（28.6％）が上昇し、【株式】の構成比（29.5％）とほぼ並ぶ水準と
なっている。【投信】の構成比（32.4％）は、昨年度に比較して低下しているが、商品別
で最も高い構成比となっている。 
商品別区分 23年度 構成比 22年度 構成比 
株式 356 29.5% 372 37.2% 
債券 345 28.6% 211 21.1% 
投資信託 391 32.4% 351 35.1% 
有価証券デリバティブ 28 2.3% 35 3.5% 
CFD 4 0.3% 9 0.9% 
その他デリバティブ 38 3.2% 1 0.1% 
その他 43 3.6% 20 2.0% 
（合  計） 1,205  1,001  

（５）業態別申立件数 
【特別会員】の構成比が低下した。 
業態名 23年度 構成比 22年度 構成比 
会   員 1,036 86.0% 837 83.6% 
特別会員 167 13.9% 164 16.4% 
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会員仲介業者 2 0.2% 0 0.0% 
（合  計） 1,205   1,001   

（６）性別等件数 
【法人】の構成比率が上昇した。 
男女等 23年度 構成比 22年度 構成比 
男 635 52.7% 504 50.3% 
女 490 40.7% 468 46.8% 
法人 80 6.6% 29 2.9% 
（合  計） 1,205   1,001   

（７）地区別件数 
地区名 23年度 構成比 22年度 構成比 
北海道 32 2.7% 14 1.4% 
東北 41 3.4% 29 2.9% 
東京 613 50.9% 535 53.4% 
名古屋 152 12.6% 113 11.3% 
北陸 28 2.3% 31 3.1% 
大阪 164 13.6% 118 11.8% 
中国 47 3.9% 53 5.3% 
四国 38 3.2% 35 3.5% 
九州 87 7.2% 71 7.1% 
その他 3 0.2% 2 0.2% 
（合  計） 1,205   1,001   
    ※ ｢その他｣とは海外居住者等からの苦情 
【参 考】 
○ FINMACを知った方法 
 23年度 協会員 ＨＰ 既知 
消費生活 
センター 
金融庁等 
知人の 
紹介 
ﾘ‐ﾌﾚｯﾄ 新聞雑誌 電話帳 その他 
割 合 24.4% 17.3% 16.5% 12.2% 9.1% 6.7% 3.2% 1.6% 0.1% 4.3% 

 22年度 ＨＰ 協会員 既知 
消費生活 
センター 
金融庁等 
知人の 
紹介 
ﾘ‐ﾌﾚｯﾄ 新聞雑誌 電話帳 その他 
割 合 19.2% 19.1% 17.4% 15.4% 11.2% 8.7% 2.4% 2.1% 0.6% 4.0% 
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３．相 談 
（１）概況 
平成23年度における相談の受付件数は、4,358件（対前年同期比260件増加（＋6.4％））
であった。 
相談受付件数 
平成23年度 

平成22年度 平成21年度 平成20年度 
 4,358 件 

 4,098 7,286  8,625 
（注１） 相談とは、有価証券関連業務に関するもの、個別協会員に係る事案で、質問や意見
といったもの。個別協会員に係る事案については、当該協会員に取り次いだ以外の事案
を集計している。 
（注２）平成22年度における相談の受付件数が平成21年度に比して大幅に減少したのは、
相談件数のうち、従来、最も件数の多かった「未公開株に関する相談」（平成21
年度 実績1,855件）が、平成22年４月以降、本協会内に設置された未公開株コー
ルセンターに移行したため。 

（２）分類別件数 
【勧誘】に関する相談や質問が最も多く（構成比31.3％）、昨年度最も多かった【取引
制度等】に関する各種問い合わせを上回った。 
【勧誘】に関する相談内容としては、【勧誘時の説明義務に関する相談】が最も多い。 
分類別 23年度 構成比 22年度 構成比 
取引制度等に関する相談 1,309 30.0% 1,485 36.2% 
勧誘に関する相談 1,365 31.3% 972 23.7% 
売買取引に関する相談 802 18.4% 566 13.8% 
事務処理に関する相談 388 8.9% 454 11.1% 
その他 494 11.4% 621 15.2% 
（合  計） 4,358   4,098   

（３）相談の主な内訳 
① 取引制度等に関する質問及び意見として  
【FINMACの業務に関するもの】 318件（7.3％）： 前年同期285件（7.0％） 
  （あっせん制度に関する質問、FINMACで扱う事案に関する質問） 
【取引制度に関する相談 】   267件（6.1％）： 前年同期302件（7.4％） 
 （取引制度等に関する質問や相談、法定帳簿、相続手続等に関する相談） 
【金融商品に関する相談 】   202件（4.6％）： 前年同期138件（3.4％） 
 （商品性に関する質問や相談） 

（参考）              （単位：件数） 
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② 勧誘に関する質問及び意見として 
【勧誘時の説明義務に関する相談】 668件（15.3％）： 前年同期451件（11.0％） 
【強引な勧誘に関する相談 】       294件（ 6.7％）： 前年同期201件（ 4.9％） 
【適合性に関する相談 】        201件（ 4.6％）： 前年同期178件（ 4.3％） 
【断定的情報提供に関する相談 】  118件（ 2.7％）： 前年同期  65件（ 1.6％） 
【誤認勧誘に関する相談 】      84件（ 1.9％）： 前年同期  76件（ 1.9％） 
③ 売買取引に関する質問及び意見として  
【売買一般に関する相談 】      348件（8.0％）： 前年同期  169件（4.1％） 
【扱者主導売買に関する相談 】    208件（4.8％）： 前年同期  122件（3.0％） 
【無断売買に関する相談 】       166件（3.8％）： 前年同期  130件（3.2％） 
【売買執行ミスに関する相談 】    52件（1.2％）： 前年同期   44件（1.1％） 
④ 事務処理に関する質問及び意見として  
【口座開設等に関する相談 】     123件（2.8％）： 前年同期  137件（3.3％） 
【入出庫、入出金に関する相談 】   86件（2.0％）： 前年同期  112件（2.7％） 
【手数料に関する相談 】           41件（0.9％）： 前年同期   41件（1.0％） 
⑤ その他に関するもの  
【会社不満に関する相談 】     407件（9.3％） ： 前年同期 435件（10.6％） 
【上場会社に関する相談 】      62件（1.4％） ： 前年同期  47件（ 1.1％） 
 (注) カッコ内の割合は、当期の相談総件数計に対する割合である。 

（４）商品別件数 
【株式】の構成比が低下し、【債券】、【投信】の構成比が上昇した。 
商品別区分 23年度 構成比 22年度 構成比 
株式 1,606 36.8% 1,929 47.1% 
債券 1,036 23.8% 603 14.7% 
投資信託 1,370 31.4% 1,152 28.1% 
有価証券デリバティブ 99 2.3% 122 3.0% 
CFD 6 0.1% 27 0.7% 
その他デリバティブ 13 0.3% 11 0.3% 
その他 228 5.3% 243 5.9% 
（合   計） 4,358   4,098   
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（５）性別等件数 
男女等 23年度 構成比 22年度 構成比 
男 2,329 53.5% 2,299 56.1% 
女 1,821 41.8% 1,598 39.0% 
法人 208 4.8% 201 4.9% 
（合 計） 4,358   4,098   

（６）地区別件数 
地区名 23年度 構成比 22年度 構成比 
北海道 124 2.8% 87 2.1% 
東北 88 2.0% 100 2.4% 
東京 1,876 43.0% 1,753 42.8% 
名古屋 424 9.7% 327 8.0% 
北陸 72 1.7% 74 1.8% 
大阪 831 19.1% 980 23.9% 
中国 144 3.3% 149 3.6% 
四国 90 2.1% 74 1.8% 
九州 278 6.4% 180 4.4% 
その他 431 9.9% 374 9.1% 
（合 計） 4,358   4,098   
 ※ ｢その他｣は、海外居住者及び携帯電話による相談 
【参 考】 
○ FINMACを知った方法 
23年度 ＨＰ 
消費生活 
センター 
協会員 ﾘ‐ﾌﾚｯﾄ 既知 金融庁等 
知人の 
紹介 
新聞雑誌 電話帳 その他 
割 合 26.1% 16.4% 16.0% 10.8% 9.1% 6.8% 5.9% 3.4% 0.7% 4.7% 

22年度 ＨＰ 
消費生活 
センター 
既知 
知人の 
紹介 
金融庁等 協会員 ﾘ‐ﾌﾚｯﾄ 新聞雑誌 電話帳 その他 
割 合 27.3% 16.1% 12.7% 11.7% 7.5% 5.6% 6.3% 4.6% 2.2% 6.0% 

以   上 
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フィードバックした苦情の主な事例 

 苦情事例の紹介 

 （苦情の申出内容） 

・  担当者から「償還時には償還金に50万円がプラスされて戻る」との説明を受
けて、妻と長男がインデックスファンドを購入した。この投資信託が、当初の説
明と違って50万円のプラスのないまま償還になった。納得できない。 

・  「半年後には分配金が出る」との担当者の説明で、トルコリラ建てディスカウ
ント債を購入した。半年経過しても分配金が出なかったので、確認したところ、
担当者は「半年後に分配金が出るとは絶対に言っていない」とのことである。
どうしても納得できない。 

・  投資信託の勧誘を受けた際に、リスク説明がなかった。業者に苦情を申し
出たが、誠意のある対応がない。納得できる説明が欲しい。 

・  銀行でリスクの説明がないままに、「４～５年もすれば元が取れる。途
中解約しても損失がない。」との説明を受けて、為替連動債を購入した。
その後、大幅に値下がりしており、納得いかない。 

・  担当者から、仕組債を勧められて購入したが、その後、大幅な損失となって
いる。担当者に問い合わせしたところ、「経営破たんした上場会社の社債が入
っているため」との説明であった。購入時には、そのような説明はなかったので
納得いかない。 
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あっせん事例 

事例 ＜説明義務違反＞ 
（確認された事実関係） 
申立人（本件顧客）は、○○歳の無職の女性である。金融資産は○○○万円であり、定期的な収入
はなかった。申立人の投資方針は、「利子・配当等を安定的に得ることができ、リスク商品への投資は
考えない」というものであり、過去、有価証券への投資経験は全くなく、十分な金融知識も有していなか
った。 
平成○○年○月、申立人が定期預金の満期手続きのため、被申立人窓口へ来店した際、担当者が
満期資金の使途を聴取したところ、「当面使途の予定はない。定期預金を継続したい。」との意向であ
ったため、担当者は、投資信託の購入申し込みと同時に３ヶ月定期預金を申込むと定期預金金利が優
遇される商品を紹介し、日経平均株価参照ノックイン型投資信託（以下、本件投信という）を勧誘したと
ころ、申立人は、定期預金の満期金○○○万円で本件投信を購入した。 
後日、申立人は送付されてきた取引報告書を確認した際、本件投信に係る購入手数料の存在を知
り、約定金額が購入価格よりも少ないことに不安を覚えたため、担当者に本件投信の解約を申し入れ
たところ、担当者より満期まで保有するよう強く説得され、解約を思い留まった。さらに、翌年○○月、
日経平均株価が購入時の水準より30％程度下落したことを受け、担当者に解約を申し出たものの、担
当者は「まだ元本確保の可能性がある」として、継続して保有するように説得した。その後、平成○○年
○月、本件はノックインし、投資元本○○○万円に対し○○○万円で償還された。 
申立人は、「リスク商品は購入しないと伝えていたにもかかわらず、投資経験があるとの虚偽の属性
登録がされた上、担当者による３年保有したら絶対大丈夫との説明を信用して投信を購入した。その結
果、償還金額は投資元本の半分強となってしまった。発生した損害金○○○万円の賠償を求める」と
のあっせん申立てを行った。 
一方、協会員は、「担当者は、本件投信を勧誘する際、申立人が株式及び投信への投資経験がある
こと、投資への関心があり、投資目的も『投資型』であることを聴取したうえで、本件投信の販売用資料
を用いて、商品内容及びリスク、手数料等について75分程度の時間をかけて十分に説明を行い、申立
人自身の判断で購入の意思を示したものであり、請求には応じられない」と主張した。 

（あっせん委員の見解） 
担当者は申立人の投資経験や金融知識について慎重に行うべき確認すべきところ、これを怠った結
果、申立人が投資経験豊富であると誤認し、未経験者に対して本来行うべき説明及び理解度の確認
が不十分であった。本事案について、申立人にも過失が全くないとは言えないものの、購入後、解約し
ようとした申立人に対し、担当者が誤解を与えるような不十分な説明を行ったことにより、解約の意思を
失わせたことなど、客観的には被申立人の過失割合が大きいと判断されることから、和解案に示した
金額で双方が互譲し和解することが相当と考える。 

（解決結果） 
協会員が、申立人に○○○万円を支払うことで和解成立  
（本件投資信託による損害額○○○万円（受取分配金を除く）の約○割を協会員が負担） 
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